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物価上昇がもたらす税収増 
～22年度決算概要のポイント～ 

第一生命経済研究所 経済調査部 

主任エコノミスト 星野 卓也（℡：050-5474-7497） 

（要旨） 

〇2022年度税収は過去最高の 71.1兆円に到達。基幹３税がいずれも増加した。今回の特徴は消費税

の増加。税率引き上げなど制度改正のある年を除けば、消費税導入以来最も高い伸びといえる。

資源高・円安やそれに伴う物価上昇が背景にある。 

〇純剰余金は 2.6兆円で防衛財源として見込んだ１年あたりの額（1.4兆円）を上回った。防衛費増

額のための増税の行方に耳目が集まっているが、今回の純剰余金をもとに 25年以降への先送りの

ロジックを立てることはそう難しくないだろう。 

〇賃上げ加速や円安・株高などは税収の追い風に。伸びは緩やかになるとみられるが、23年度の税

収も増加するとみられる。 

 

〇22年度税収は過去最高の 71.1兆円 

 3日に財務省から 2022年度の一般会計決算概要見込が示され、2022年度の決算税収額が明らかにな

った。2022年度の税収は 71.1兆円と過去最高を更新。2020年度 60.8兆円→21年度 67.0兆円→22年

度 71.1兆円とハイペースでの増加が続いている。 

 内訳をみると、所得税が 21年度 21.4兆円→22年度 22.5兆円（＋1.1兆円）、法人税が同 13.6兆

円→同 14.9兆円（＋1.3兆円）、消費税が 21.9兆円→23.1兆円（＋1.2兆円）と基幹３税がいずれも

増加した。コロナ禍からの経済正常化に伴い、雇用や賃金、消費や企業業績が回復したことが税収の

増加につながった。為替市場における円安も企業利益の増加を後押ししたとみられる。基幹３税以外

では相続税が 2.8兆円→3.0兆円

（＋0.2兆円）、関税が 0.9兆円→

1.0 兆円（＋0.1 兆円）などが増加。

相続税は資産価格の上昇などが、

関税については資源高×円安に伴

う輸入増が影響したとみられる。 

 また、原油高をはじめとした資

源価格の上昇、その価格転嫁に伴

う物価上昇が消費税の増加につな

がった点が今回の税収増における

大きな特徴だ。2022年度の消費税

は前年度から＋1.2 兆円増加したが、

これは異例。過去にも同等以上の

伸びになったことはあるのだが、

資料１．一般会計税収の推移 

 
（出所）財務省より第一生命経済研究所が作成。 
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いずれも消費税率の引き上げやその期ズレ影響1のある年だ。それらを除けば、消費税は導入以来最も

大幅な伸びになったといえよう（資料２）。物価の急上昇は消費税にこれまでにない変化をもたらし

ている。 

 

資料２．消費税収の前年度差（点線は 2022年度の値） 

 
（出所）財務省より第一生命経済研究所が作成。 

 

〇純剰余金で今年の防衛財源予定額＋αを確保 

 決算段階では予算時点からの歳入上振れや歳出下振れなどから、純剰余金が発生する。財務省資料

によれば、補正予算時点見込からの税収の上振れ（2.8兆円）のほか、新型コロナ予備費などの未消化

分などの不用（11.3兆円）などが発生。予備費の未消化が膨らんだこともあり、GDP比で 2％近くの膨

大な不用額が生じている。このうち国債の発行減額分（12.0兆円）を除くなどして、最終的に純剰余

金は 2.6兆円とされた。 

 政府は純剰余金の半額を防衛費増額の財源として充当する方針を示している2。純剰余金の見込み額

としていたのは 1.4兆円（2012～2021年度の 10年平均）だったが、今回の純剰余金はその約 2倍だ。

政府は防衛財源確保のために 24年以降に法人税などの増税を行う方針を示している。25年以降に増税

の先送りをするか否かが焦点となっているが、今回の純剰余金をもとにそのロジックを立てることは

そう難しくはないだろう。 

 

 

 
1 3 月決算以外の企業があることなどから、ｔ年 4 月の消費税率引き上げは t 年度だけでなく t＋１年度の消費税収も嵩

上げされる。Economic Trends「2016 年度の税収減をどう読むか」（2017 年 7 月 6 日）で解説している。 

https://www.dlri.co.jp/pdf/macro/2017/hoshi170706a.pdf 

2 Economic Trends「2023 年度当初予算案のポイント整理」（2022 年 12 月 27 日）でまとめている。

https://www.dlri.co.jp/files/macro/224825.pdf 
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資料３．一般会計決算概要（見込） 

 

（出所）財務省より第一生命経済研究所が作成。 

 

資料４．一般会計純剰余金（左）、不用額（右）の推移 

  

（出所）財務省より第一生命経済研究所が作成。 

 

〇2023年度税収の行方は？ 

直近、5月単月の税収を見ると 22年度分の法人税が前年を下回った（5.5兆円→5.1兆円）ほか、23

年度分の消費税の還付分が大きくなっている（▲140億円→▲980億円、4、5月は当年度分と前年度分

の双方の税収が計上される）。海外経済の悪化などから年度下期の製造業利益が伸び悩んだ点、輸入

消費税などの還付が大きくなった点などが影響しているものとみられる。資源価格に落ち着きが出て

いる点を踏まえても、23年度の消費税の伸びは幾分落ち着く可能性が高い。 

 一方で経済情勢から考えると、このまま税収の増加が止まるとも考えづらい。現在みえているアッ

プサイドの要素として①賃上げ加速と②円安・株高、が挙げられ、23年度の所得税や法人税の押し上

げ要因となりそうだ。全体としての伸びは 22年度対比落ち着くとみられるものの、景気回復・物価上

昇の持続の中で 23年度も税収増加が続くと考えるのが素直だ。 

  

以上 

歳入 歳出

税収 2.8 不用額 11.3

うち所得税 0.5 新型コロナ・物価対策予備費 2.8

法人税 1.2 新型コロナ地方創生推進費 2.7

消費税 0.9 経営革新・創業促進費 1.1

税外収入 1.3 その他 4.8

公債金 -12.0

計 -7.9 計 11.3 → 合計 3.4

税収増による地方交付税交付金増 0.8

純剰余金 2.6

2.6
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